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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第91期 

第３四半期 
連結累計期間 

第92期 
第３四半期 

連結累計期間 
第91期 

会計期間 
自平成27年４月１日 
至平成27年12月31日 

自平成28年４月１日 
至平成28年12月31日 

自平成27年４月１日 
至平成28年３月31日 

売上高 （百万円） 394,554 364,794 532,818 

経常利益又は経常損失（△） （百万円） △250 9,698 △2,298 

親会社株主に帰属する四半期 

純利益又は親会社株主に帰属する

四半期（当期）純損失（△） 

（百万円） △77,604 4,968 △103,449 

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） △77,477 3,170 △111,894 

純資産額 （百万円） 123,733 73,177 70,359 

総資産額 （百万円） 352,023 268,334 281,615 

１株当たり四半期純利益金額 

又は１株当たり四半期（当期） 

純損失金額（△） 

（円） △282.58 18.08 △376.69 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益金額 
（円） － 18.06 － 

自己資本比率 （％） 25.7 22.9 20.4 

 

回次 
第91期 

第３四半期 
連結会計期間 

第92期 
第３四半期 
連結会計期間 

会計期間 
自平成27年10月１日 
至平成27年12月31日 

自平成28年10月１日 
至平成28年12月31日 

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期純損失金額(△) 
（円） △14.56 2.39 

 

（注）１.当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。 

２.売上高には、消費税等は含んでおりません。 

３.前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期（当期）純損失金額であるため記載しておりません。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当社は、平成28年11月30日開催の取締役会において、平成29年３月31日付で、連結子会社である㈱ＴＯＳＥＩが営

む事業を㈱キョウデンエリアネットに譲渡することを企図し、㈱ＴＯＳＥＩを会社分割した後、会社分割により新設

した会社の株式の90％を㈱キョウデンエリアネットに譲渡することを決議し、同日付で当該株式譲渡に関する契約を

締結いたしました。

 詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項（追加情報）」に記載のとおりであります。 
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）業績の状況 

 当第３四半期連結累計期間の世界経済は、米国及び欧州では景気は緩やかに回復し、アジアでは景気は総じて

底堅く推移いたしました。また、日本経済は、輸出に持ち直しの動きが見られたものの、個人消費が力強さを欠

いたことなどから、本格的な景気回復には至りませんでした。 

 このような状況下で、当社グループは「グローバル・ワンストップ・ソリューション企業」を目指し、「グロ

ーバルリテール事業の成長」、「ソリューション・サービス事業拡大」及び「原価低減加速、生産性向上による

安定収益体制の構築」に鋭意努めてまいりました。 

 売上高につきましては、為替の影響などにより、3,647億94百万円（前年同期比８％減）となりました。一方、

損益につきましては、為替による減益要因がありましたが、国内市場向けＰＯＳシステムの増収による粗利増

加、グローバルコマースソリューション事業における償却費の減少並びに販売費及び一般管理費の減少の影響な

どにより、営業利益は104億88百万円（前年同期比220％増）、経常利益は96億98百万円（前年同期は２億50百万

円の経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純利益は49億68百万円（前年同期は776億４百万円の親会社株主に

帰属する四半期純損失）となりました。 

 当第３四半期連結累計期間の報告セグメントの状況は、次のとおりであります。 

 

（リテールソリューション事業） 

 国内及び海外市場向けＰＯＳシステム、国内市場向け複合機及び国内市場向けオートＩＤシステム並びにその

関連商品などを取り扱っているリテールソリューション事業は、競合他社との競争激化が続く厳しい事業環境の

中で、マーケットニーズにマッチした新商品の開発、主力・注力商品の拡販、エリア・マーケティングの推進、

コスト競争力強化による収益体質向上などに鋭意注力いたしました。 

 国内市場向けＰＯＳシステムは、量販店、専門店及び飲食店向けＰＯＳシステムを中心に販売が好調であった

ことから、売上は増加いたしました。 

 海外市場向けＰＯＳシステムは、為替の影響などから売上は減少しましたが、為替の影響を除けば前年同期並

みで推移いたしました。 

 国内市場向け複合機は、販売台数が減少したことなどにより、売上は減少いたしました。 

 国内市場向けオートＩＤシステムは、物流業向けを始めポータブルプリンタの販売台数が伸長したものの、サ

プライ商品の販売が減少したことにより、売上は減少いたしました。 

 この結果、リテールソリューション事業の売上高は、2,354億92百万円（前年同期比１％減）となりました。一

方、同事業の営業利益は、国内市場向けＰＯＳシステムの増収による粗利増加、グローバルコマースソリューシ

ョン事業における償却費の減少並びに販売費及び一般管理費減少の影響などにより80億７百万円（前年同期は72

億93百万円の営業損失）となりました。 

 

（プリンティングソリューション事業） 

 海外市場向け複合機、海外市場向けオートＩＤシステム及びその関連商品並びに国内及び海外市場向けインク

ジェットなどを取り扱っているプリンティングソリューション事業は、競合他社との価格競争激化が続く厳しい

事業環境の中で、戦略商品の拡販、バーティカル市場と新規事業領域の開拓及びアライアンス戦略の推進による

拡販などに鋭意注力いたしました。 

 海外市場向け複合機は、戦略商品の拡販などに注力したものの、競合他社との競争激化や為替の影響などによ

り、売上は減少いたしました。 

 海外市場向けオートＩＤシステムは、米州で前連結会計年度に大口物件が集中した反動や為替の影響などによ

り、売上は減少いたしました。 

 インクジェットは、国内、北米及びアジア顧客向け販売が増加したことから、売上は増加いたしました。 

 この結果、プリンティングソリューション事業の売上高は、1,383億６百万円（前年同期比16％減）となりまし

た。また、同事業の営業利益は、減収、販売費及び一般管理費増加の影響などにより24億80百万円（前年同期比

77％減）となりました。 

 

 （注）オートＩＤシステムとは、ハード・ソフトを含む機器により、自動的にバーコード、ＩＣタグなどのデータ

を取り込み、内容を識別・管理するシステムをいいます。 
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（２）財政状態の分析 

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ132億81百万円減少し、2,683億34百万円と

なりました。これは主に、流動資産の「現金及び預金」が207億63百万円増加しましたが、「受取手形及び売掛

金」が161億７百万円、「その他」が123億53百万円、無形固定資産の「のれん」が16億99百万円、投資その他の

資産の「その他」が21億77百万円減少したことなどによります。

 負債は、前連結会計年度末に比べ161億円減少し、1,951億56百万円となりました。これは主に、流動負債の

「支払手形及び買掛金」が45億92百万円、「短期借入金」が22億71百万円、「その他」が71億65百万円減少した

ことなどによります。

 純資産は、前連結会計年度末に比べ28億18百万円増加し、731億77百万円となりました。これは主に、「為替換

算調整勘定」が12億30百万円減少しましたが、「利益剰余金」が親会社株主に帰属する四半期純利益により49億

68百万円増加したことなどによります。

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに発生した事

業上及び財務上の対処すべき課題はありません。 

 

（４）研究開発活動 

 当第３四半期連結累計期間における当社グループの研究開発費の総額は、212億60百万円であります。 

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 1,000,000,000 

計 1,000,000,000 

 

②【発行済株式】

種類 
第３四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成28年12月31日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成29年２月10日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名 
内容 

普通株式 288,145,704 288,145,704 
東京証券取引所 

(市場第一部) 
単元株式数 1,000株 

計 288,145,704 288,145,704 ― ― 

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額 
  

(百万円) 

資本金残高 
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金 
残高 

(百万円) 

平成28年10月１日～ 

平成28年12月31日 
― 288,145,704 ― 39,970 ― 49,183 

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日(平成28年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。 

 

①【発行済株式】

平成28年12月31日現在 
 

区分 株式数 (株) 議決権の数 (個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式    13,439,000 ― 単元株式数 1,000株 

完全議決権株式(その他) 普通株式   273,475,000 273,475 同上 

単元未満株式 普通株式     1,231,704 ― １単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 288,145,704 ― ― 

総株主の議決権 ― 273,475 ― 

 (注) ㈱証券保管振替機構名義の株式1,000株は、「完全議決権株式(その他)」に1,000株(議決権１個)を含めており

ます。 

 

②【自己株式等】

平成28年12月31日現在 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 

所有株式数 
(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％) 

東芝テック㈱ 
東京都品川区 

大崎一丁目11番１号 
13,439,000 ― 13,439,000 4.66

計 ― 13,439,000 ― 13,439,000 4.66

 (注) 当第３四半期会計期間末の自己株式数は13,405,818株(発行済株式総数に対する所有株式数の割合4.65％)となっ

ております。 
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２【役員の状況】

 前事業年度の有価証券報告書に記載した平成28年７月27日付の役員の状況について、同日後、当第３四半期累計期

間における役員の異動は、次のとおりであります。

（１）退任役員 

役名 職名 氏名 退任年月日 

取締役 

専務執行役員、社長補佐、

生産担当、サービス・ソリ

ューション事業開発担当 

山 本 雅 人 平成28年８月20日 

監査役 （常勤） 野 波 英 隆 平成28年８月24日 

（注）山本雅人氏は逝去により、野波英隆氏は辞任により、退任いたしました。

 

（２）役職の異動 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役

執行役員、Ｊ－ＳＯＸ対応

推進担当、財務統括責任者

（ＣＦＯ）、財務部長

取締役

執行役員、リスクマネジ

メント担当、財務統括責

任者（ＣＦＯ）、財務部

長、リスクマネジメント

部長

井 上 幸 夫 平成28年10月１日

 

（３）異動後の役員の男女別人数及び女性の比率 

男性12名 女性－名 （役員のうち女性の比率－％） 

 

- 8 -

2017/02/09 18:24:03／16244586_東芝テック株式会社_第３四半期報告書



第４【経理の状況】
１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、ＰｗＣあらた有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 22,217 42,980 

受取手形及び売掛金 76,470 ※３ 60,363 

商品及び製品 38,468 37,680 

仕掛品 1,960 2,260 

原材料及び貯蔵品 6,428 6,535 

その他 51,922 39,569 

貸倒引当金 △2,774 △3,057 

流動資産合計 194,694 186,332 

固定資産    

有形固定資産 31,345 30,854 

無形固定資産    

のれん 8,633 6,934 

その他 8,307 7,799 

無形固定資産合計 16,940 14,733 

投資その他の資産    

その他 38,637 36,460 

貸倒引当金 △61 △72 

投資その他の資産合計 38,576 36,387 

固定資産合計 86,862 81,975 

繰延資産 59 25 

資産合計 281,615 268,334 

 

- 10 -

2017/02/09 18:24:03／16244586_東芝テック株式会社_第３四半期報告書



 

    （単位：百万円） 

 
前連結会計年度 

(平成28年３月31日) 
当第３四半期連結会計期間 

(平成28年12月31日) 

負債の部    

流動負債    

支払手形及び買掛金 71,175 ※３ 66,583 

短期借入金 3,407 1,136 

未払法人税等 3,643 3,276 

その他 80,377 73,212 

流動負債合計 158,604 144,209 

固定負債    

退職給付に係る負債 38,687 37,541 

その他 13,965 13,406 

固定負債合計 52,652 50,947 

負債合計 211,256 195,156 

純資産の部    

株主資本    

資本金 39,970 39,970 

資本剰余金 52,970 52,982 

利益剰余金 △41,006 △36,037 

自己株式 △5,523 △5,482 

株主資本合計 46,411 51,432 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 1,476 1,681 

繰延ヘッジ損益 71 47 

為替換算調整勘定 11,740 10,509 

最小年金負債調整額 △461 △540 

退職給付に係る調整累計額 △1,857 △1,675 

その他の包括利益累計額合計 10,969 10,022 

新株予約権 116 104 

非支配株主持分 12,862 11,617 

純資産合計 70,359 73,177 

負債純資産合計 281,615 268,334 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

売上高 394,554 364,794 

売上原価 227,693 211,732 

売上総利益 166,861 153,062 

販売費及び一般管理費 163,585 142,573 

営業利益 3,275 10,488 

営業外収益    

受取利息 334 208 

受取配当金 87 87 

為替差益 － 1,993 

その他 273 239 

営業外収益合計 695 2,529 

営業外費用    

支払利息 654 497 

固定資産除売却損 107 121 

為替差損 476 － 

デリバティブ評価損 1,136 1,579 

その他 1,846 1,120 

営業外費用合計 4,222 3,318 

経常利益又は経常損失（△） △250 9,698 

特別損失    

減損損失 66,246 － 

事業構造改革費用 1,010 877 

事業譲渡損 325 － 

特別損失合計 67,581 877 

税金等調整前四半期純利益又は 

税金等調整前四半期純損失（△） 
△67,832 8,821 

法人税等 8,423 4,629 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △76,256 4,192 

非支配株主に帰属する四半期純利益又は 

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） 
1,348 △776 

親会社株主に帰属する四半期純利益又は 

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） 
△77,604 4,968 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

    （単位：百万円） 

 
前第３四半期連結累計期間 
(自 平成27年４月１日 

 至 平成27年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年12月31日) 

四半期純利益又は四半期純損失（△） △76,256 4,192 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 61 206 

繰延ヘッジ損益 △13 △23 

為替換算調整勘定 △1,754 △1,320 

最小年金負債調整額 13 △67 

退職給付に係る調整額 471 183 

その他の包括利益合計 △1,221 △1,021 

四半期包括利益 △77,477 3,170 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 △78,683 4,022 

非支配株主に係る四半期包括利益 1,205 △852 
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【注記事項】

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

 税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。 

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

 「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期連結会計期間から適用しております。 

 

（㈱ＴＯＳＥＩの事業に関する会社分割及び株式譲渡について） 

 当社は、平成28年11月30日の取締役会において、平成29年３月31日付で、連結子会社である㈱ＴＯＳＥＩ（以

下、「ＴＯＳＥＩ」という。）が営む事業を㈱キョウデンエリアネット（以下、「キョウデンＡＮ」という。）

に譲渡することを企図し、ＴＯＳＥＩを会社分割（以下、「本件会社分割」という。）した後、会社分割により

新設した会社（以下、「新設分割設立会社」という。）の株式の90％をキョウデンＡＮに譲渡すること（以下、

「本件株式譲渡」という。）を決議し、同日付で本件株式譲渡に関する契約を締結いたしました。 

 本件会社分割及び本件株式譲渡の概要は次のとおりであります。 

 

１．譲渡先の企業名 

株式会社キョウデンエリアネット 

 

２．譲渡する事業の内容 

業務用クリーニング機器、真空包装機及び工業用部品洗浄関連機器の製造販売など 

 

３．本件会社分割及び本件株式譲渡の目的 

ＴＯＳＥＩは、業務用クリーニング機器、真空包装機及び工業用部品洗浄関連機器の製造販売などを行う当

社の100％子会社であり、安定した収益体質により、永年に亘り当社グループの成長に貢献してまいりました。 

一方、当社グループは、ＰＯＳシステム、オートＩＤシステムなどを中心とするリテール事業とプリンティ

ング事業を相互連携し、サービス・ソリューション事業の強化・拡大を目指すというビジョンのもと、今後も

これらコア事業に対し、重点的に経営資源を投入していく予定です。 

こうした中、今般、当社はＴＯＳＥＩの事業をキョウデンＡＮに譲渡し、キョウデンＡＮのもとで必要な資

源投入を図り、今後の持続的成長を目指していくことがＴＯＳＥＩにとって最善であると判断いたしました。 

なお、ＴＯＳＥＩの事業の譲渡に当たっては、同社の事業を新設分割設立会社に移管し、新設分割設立会社

株式の90%をキョウデンＡＮに譲渡いたします。 

 

４．会社分割及び株式譲渡の時期

平成29年３月31日（予定）

 

５．その他の取引の概要に関する事項

受取対価を現金等の財産のみとする株式譲渡

 

６．分離する事業が含まれている報告セグメントの名称

リテールソリューション事業

 

７．前連結会計年度の連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益

売上高  10,463百万円

営業利益   818百万円

なお、本件株式譲渡に伴い、平成29年３月期の連結決算において、1,700百万円（予定）を関係会社株式売却

益として特別利益に計上する見込みです。
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（四半期連結貸借対照表関係）
 

１ 偶発債務

 従業員について、金融機関からの借入に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成28年３月31日）

当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

従業員住宅ローン

(銀行借入金等保証)
134百万円

従業員住宅ローン

(銀行借入金等保証)
100百万円

 

２ 輸出為替手形(信用状なし)割引高

 
前連結会計年度 

（平成28年３月31日） 
当第３四半期連結会計期間 
（平成28年12月31日） 

輸出為替手形(信用状なし)割引高 112百万円 120百万円 

 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。

なお、当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が四半期連結会計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第３四半期連結会計期間
（平成28年12月31日）

受取手形 －百万円 60百万円

支払手形 － 156

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自  平成28年４月１日
至  平成28年12月31日）

減価償却費 11,166百万円 9,743百万円

のれんの償却額 3,300 1,773
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日) 

（１）配当金支払額 

（決 議） 株式の種類
配当金の総額 

（百万円）

１株当たり 

配当額 

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月16日 

取締役会
普通株式 1,922 7.0 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

 

（２）株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日) 

（１）配当金支払額 

無配のため、該当事項はありません。 

 

（２）株主資本の金額の著しい変動

該当事項はありません。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年12月31日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注） 
 

リテール 

ソリューション 

プリンティング 

ソリューション 
計 

売上高          

外部顧客への売上高 236,584 157,970 394,554 － 394,554 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,707 7,364 9,071 △9,071 － 

計 238,291 165,335 403,626 △9,071 394,554 

セグメント利益又は 

損失（△） 
△7,293 10,569 3,275 － 3,275 

(注) セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する事項 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 第２四半期連結累計期間に、「リテールソリューション事業」セグメントにおいて、東芝グローバルコ

マースソリューション・ホールディングス㈱及びその子会社に係るのれんを含む固定資産について減損損

失657億81百万円を特別損失に計上いたしました。 

 平成24年８月の買収後、買収したグローバルコマースソリューション事業の成長及びシナジーの創出に

鋭意注力してまいりましたが、平成27年10月に入り、主要顧客の投資抑制傾向が顕著になることが判明

し、需要の先行きに不透明感が増してきました。このような状況を踏まえて、新オペレーションシステム

の立ち上げ時期及びコストを含む中期的な事業計画を保守的に見直し、減損テストを実施した結果、上記

損失を計上いたしました。 

 また、「プリンティングソリューション事業」セグメントにおいて、不動産売買契約締結に伴い、不動

産鑑定士による三福工場の鑑定評価を行った結果、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失４億65

百万円を特別損失に計上いたしました。 

 

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

          （単位：百万円） 

  報告セグメント 

調整額 

四半期連結 

損益計算書 

計上額 

（注） 
 

リテール 

ソリューション 

プリンティング 

ソリューション 
計 

売上高          

外部顧客への売上高 233,489 131,305 364,794 － 364,794 

セグメント間の内部

売上高又は振替高 
2,003 7,001 9,004 △9,004 － 

計 235,492 138,306 373,799 △9,004 364,794 

セグメント利益 8,007 2,480 10,488 － 10,488 

(注) セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四

半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年12月31日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

(1）１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失金額（△）
△282円58銭 18円08銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）

（百万円） 

△77,604 4,968

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額又は親会社株主に帰属する

四半期純損失金額（△）（百万円）

△77,604 4,968

普通株式の期中平均株式数（千株） 274,619 274,688

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 18円06銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） － 365

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要

－

 

 

 

－

 

 

 

（注）前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するもの

の、１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。 
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（重要な後発事象）

 当社は、平成29年１月13日開催の取締役会により、資本準備金の額の減少及びその他の剰余金の処分（資本準

備金の額の減少により増加する額を含む。）を行うことを決議いたしました。 

 なお、当該資本準備金の額の減少は、平成29年３月30日開催予定の臨時株主総会において「資本準備金の額の

減少」が原案どおり承認可決されることを条件とします。 

 

１．本件の目的 

 当社の貸借対照表の繰越利益剰余金の欠損てん補を行うため、会社法第448条第１項の規定に基づき資本準備

金の額を減少し、併せて会社法第452条の規定に基づきその他の剰余金の処分をしようとするものです。 

 

２．資本準備金の額の減少及びその他の剰余金の処分の内容 

（１）資本準備金の額の減少 

資本準備金の全額を減少し、その他資本剰余金に振替えるものです。 

① 減少する資本準備金の額 

資本準備金の全額          49,183,139,905円 

② 増加する剰余金の額 

その他資本剰余金          49,183,139,905円 

 

（２）その他の剰余金の処分 

上記（１）による増加後のその他資本剰余金及び別途積立金の全額を減少し、繰越利益剰余金に振替えるもの

です。 

① 減少する剰余金の項目及びその額 

その他資本剰余金の額        52,970,980,716円 

別途積立金             22,000,000,000円 

② 増加する剰余金の項目及びその額 

繰越利益剰余金           74,970,980,716円 

 

３．資本準備金の額の減少及びその他の剰余金の処分の日程 

① 取締役会決議日           平成29年１月13日 

② 債権者異議申述最終期日       平成29年３月１日（予定） 

③ 臨時株主総会決議日         平成29年３月30日（予定） 

④ 効力発生日             平成29年３月31日（予定） 

 

４．その他の重要な事項 

 当社は会社法第459条第１項第３号及び当社定款第32条の定めにより、その他の剰余金の処分に関する株主総

会による決議は不要となります。 
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２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成29年２月10日

東芝テック株式会社 

取締役会 御中 

 

ＰｗＣあらた有限責任監査法人 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 萩 森 正 彦    印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 岸   信 一    印 

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

  公認会計士 善 塲 秀 明    印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東芝テック株式

会社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年10月１日から平

成28年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年12月31日まで）に係る四半期連結財

務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期

レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東芝テック株式会社及び連結子会社の平成28年12月31日現在の財政状

態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重

要な点において認められなかった。
 
強調事項 

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成29年１月13日開催の取締役会により、資本準備金の額の減少及

びその他の剰余金の処分（資本準備金の額の減少により増加する額を含む。）を行うことを決議した。なお、当該資本準

備金の額の減少は、平成29年３月30日開催予定の臨時株主総会において「資本準備金の額の減少」が原案どおり承認可決

されることが条件である。 

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 
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その他の事項 

 会社の平成28年３月31日をもって終了した前連結会計年度の第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間に係

る四半期連結財務諸表並びに前連結会計年度の連結財務諸表は、それぞれ、前任監査人によって四半期レビュー及び監査

が実施されている。前任監査人は、当該四半期連結財務諸表に対して、平成28年３月12日付で無限定の結論を表明してお

り、また、当該連結財務諸表に対して平成28年６月29日付で無限定適正意見を表明している。 
 
利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

(注)１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

2017/02/09 18:24:03／16244586_東芝テック株式会社_第３四半期報告書


	表紙
	目次
	中表紙
	第一部【企業情報】
	第１【企業の概況】
	１【主要な経営指標等の推移】
	２【事業の内容】 

	第２【事業の状況】
	１【事業等のリスク】 
	２【経営上の重要な契約等】 
	３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

	第３【提出会社の状況】
	１【株式等の状況】
	（１）【株式の総数等】
	（２）【新株予約権等の状況】 
	（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 
	（４）【ライツプランの内容】 
	（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】
	（６）【大株主の状況】 
	（７）【議決権の状況】 

	２【役員の状況】 

	第４【経理の状況】
	１【四半期連結財務諸表】
	（１）【四半期連結貸借対照表】 
	（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
	【四半期連結損益計算書】
	【四半期連結包括利益計算書】


	２【その他】 


	第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
	四半期レビュー報告書



